（様式第１－１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１／５）
平成　　年　　月　　日
公益社団法人日本バス協会
会長　　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   申請者　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　氏名又は名称
及び代表者名　 　　　　　　　　 　　印
平成　　年度低炭素型自動車交通推進事業費補助金交付申請書
平成　　年度低炭素型自動車交通推進事業費補助金の交付を受けたいので、低炭素型自動車交通推進事業費補助金（バス分野）交付規程第８条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。
注１：共同事業の場合は、代表申請者を定め、連名で申請すること。（この場合、代表申請者は、代表申請者と明示すること。）
注２：共同事業の場合は、各共同事業実施者、代表申請者に対して、申請手続き、実績報告及び補助金支払い請求にかかる手続きのとりまとめを委任する旨の文書を添付すること。
【添付書類】交付申請書には下記の①～②を添付すること。
　①様式第１の別紙「補助対象経費算出明細」

②法人登記簿謄本、会社案内、決算報告書（直近２ヶ年分）

（様式第１－２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２／５）
記
１.申請者
	申請者
	（フリガナ）
	

	
	名称
	

	
	（フリガナ）
	

	
	代表者役職・氏名
	

	
	住所
	〒


	
	設立年月日
（事業開始年月日）
	

	
	資本金
	

	
	事業内容
	

	
	従業員数
	

	
	（団体の場合）
主要加盟企業
	

	連絡担当窓口
	（フリガナ）
	

	
	氏名
	

	
	所属・役職
	

	
	（フリガナ）
	

	
	会社名
	

	
	住所
	〒


	
	電話番号
（代表・直通）
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	


注３：共同事業の場合は、各申請者がそれぞれ別葉に記載し、添付すること。　
（様式第１－３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３／５）
２．事業の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	（１）事業の内容

	申請事業の種類・・・低炭素型旅客自動車交通利用促進事業

	補助金交付の対象となる事業の取組み
（①～⑦の取組みから２つ以上の組み合わせを選び□にレ点を付けてください。ただし、⑦については、⑦の取組みでの２つ以上の組み合わせも対象とします。）
□①ルート・ダイヤの利便性向上に資する取組み  　□②速達性・定時性向上に資する取組み　  □③バス停留所利用圏域の拡大に資する取組み　  □④価格競争力の向上に資する取組み　  □⑤わかりやすさの向上に資する取組み 　 □⑥バス利用率の向上に資する取組み　  □□⑦その他マイカー利用から路線バス利用への転換促進に資する取組み　


	事業名
	事業内容（概要）
	得られる効果（概要）

	
	
	

	（２）実施計画…計画している事業内容について記入して下さい。

	①実施地域・場所
	

	②計画内容
	

	③評価手法
	

	（３）事業実証期間
	（４）効果検証期間

	①開始予定日
②完了予定日
	平成　　年　　月　　日
平成　　年　　月　　日
	平成　年　月　日から平成　年　月　日まで
（　　日間）

	（５）（５）得られる効果について…定量的な目標を含め記入して下さい。

	得られる効果
	（具体的に）
　



注４：共同事業の場合は、代表申請者が共同申請者の実施分を含め、全体計画をまとめること。

注５：事業内容、実施計画、実施スケジュール、実施予定場所の地図等、詳細を説明する書類（自由書

式）を添付すること。
（様式第１－４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４／５）
３．補助金交付申請額（総括）
	（１）補助事業に要する経費
	円
（うち消費税　　　　　　　　　円）

	（２）補助対象経費
	円
（うち消費税　　　　　　　　　円）

	（３）補助金交付申請額
	円
（うち消費税　　　　　　　　　円）


注６：「補助事業に要する経費」とは、補助事業を行うにあたり必要となる経費をいう。

　　　「補助対象経費」とは、「補助事業に要する経費」のうち、低炭素型自動車交通推進事業（バス分野）交付規程別表に定める経費をいう。
注７：共同申請者がいる場合、共同申請者の金額も含めた合計額を記入して下さい。

注８：補助金交付申請額の上限額は30,000,000円、下限額は3,000,000円とする。
注９：補助金に係る消費税等仕入控除税額を控除していない場合は、消費税相当額を(　　)内に記入してください。
注１０：自社又は関係会社からの調達分又は収入等がある場合は、利益相当分を差し引いて下さい。

· 共同事業の場合は、下表に各申請者の内訳を記載すること。

	申請者名
	補助事業に要する経費

（円）
	補助対象経費

（円）
	補助金交付申請額

（円）

	①
	
	
	

	②
	
	
	

	③
	
	
	

	④
	
	
	

	⑤
	
	
	

	⑥
	
	
	

	⑦
	
	
	

	⑧
	
	
	

	⑨
	
	
	

	⑩
	
	
	

	合　　計
	
	
	


（様式第１－５）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５／５）
申請者名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　
４．補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付申請額
（単位：円）
	補助対象経費の区分
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費　
	補助率
	補助金
交付申請額

	
	
	
	
	　

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　　計
	Ⓐ


	Ⓑ


	
	

	運賃収入等
	ⓒ

△　　　　　　　　
	ⓒ×Ⓑ／Ⓐ

△　　　　　　　　
	
	

	差　　　引
	
	Ⓓ


	１／２
	Ⓓ×１／２




注１１：補助事業に要する経費≧補助対象経費となります。
注１２：補助対象経費の区分には、補助対象経費が「無」で補助事業に要する経費が「有」の場合も記入してください。
５．補助事業に要する経費の運賃収入等内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	運賃収入等
	　　　　　　　　　　内　　訳
	

	
	運賃収入
	――
	――
	――

	円
	円
	円
	円
	円


注１３：運賃収入及び運賃収入以外の収入を記入してください。
６．資金調達計画（補助事業に要する経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	調達先
	補助金
	運賃収入等
	自己資金
	借入金
	合計

	調達金額
	円
	円
	円
	円
	円


注１４：共同事業の場合は、各申請者がそれぞれ別葉に記載し、添付すること。

[image: image1.emf]（様式第１の別紙）

申請者名称：

補助対象経費（円） 積　　算　　内　　訳



補助対象経費算出明細

補助対象経費の区分

合　　　計

注１：積算内訳には単価×数量を記載してください。また、単価の根拠は、参考見積等を添付する。
注２：交付申請書様式第１－５「４．補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付申請額」

　　のうち、補助対象経費の明細を記入すること。

注３：共同事業の場合は、各申請者がそれぞれ別葉に記載し、添付すること。

Sheet1

		（様式第１の別紙） ヨウシキ ダイ ベツ シ

		補助対象経費算出明細 ホジョ タイショウ ケイヒ サンシュツ メイサイ



								申請者名称： シンセイシャ メイショウ



		補助対象経費の区分 ホジョ タイショウ ケイヒ クブン

						補助対象経費（円） ホジョ タイショウ ケイヒ エン		積　　算　　内　　訳 セキ サン ナイ ヤク













































































		合　　　計 ゴウ ケイ









Sheet2





Sheet3






